
貸   借   対   照   表

（2021年3月31日現在）
会社名

資　   　産　   　の　   　部 負  債  及  び  純　資　産  の  部

科　　   　目 金      額 科　　   　目 金      額

（資産の部） 円 （負債の部） 円

  流  動  資  産 487,326,869   流  動  負  債 210,428,618

現 金 預 金 5,639,395 支 払 手 形

受 取 手 形 工 事 未 払 金 98,604,695

電 子 記 録 債 権 短 期 借 入 金

完 成 工 事 未 収 入 金 128,401,240 未 払 金 48,671,980

未 成 工 事 支 出 金 60,761,123 未 払 費 用 2,399,043

短 期 貸 付 金 282,900,788 未 成 工 事 受 入 金 26,845,500

前 払 費 用 9,368,642 預 り 金 883,700

未 収 入 金 255,681 未 払 法 人 税 等 11,485,700

仮 払 金 完 成 工 事 補 償 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 工 事 損 失 引 当 金

そ の 他 賞 与 引 当 金 21,538,000

役 員 賞 与 引 当 金

  固  定  資  産 13,004,408 未 払 消 費 税

   有 形 固 定 資 産 118,800   固  定  負  債

建 物 ・ 構 築 物 長 期 借 入 金

機 械 ・ 運 搬 具 退 職 給 付 引 当 金

工 具 器 具 ・ 備 品 118,800 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

土 地 そ の 他

   無 形 固 定 資 産 101,243 負  債  合  計 210,428,618

　 投資その他の資産 616,500 （純資産の部）

投 資 有 価 証 券   株　主　資　本 289,902,659

関 係 会 社 株 式 資 本 金 20,000,000

破 産 更 生 債 権 等  　 資 本 剰 余 金

長 期 保 証 金 616,500  資 本 準 備 金

そ の 他  　 利 益 剰 余 金 269,902,659

貸 倒 引 当 金  利 益 準 備 金 5,000,000

12,167,865 そ の 他 利 益 剰 余 金 264,902,659

   固定資産圧縮積立金

   圧縮特別勘定積立金

   別 途 積 立 金 220,000,000

   繰越利益剰余金 44,902,659

　　 自 己 株 式

　 その他有価証券評価差額金

純　資　産  合  計 289,902,659

資    産    合    計 500,331,277 負  債  純　資　産  合  計 500,331,277

ＮＤＫ電株式会社

　評価・換算差額等

　長期繰延税金資産
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（１）

　普通株式 200 株

（２） 配当金支払等

　配当金の総額
　　１株当たり配当額

　基　準　日
　効力発生日

（３）

　配当金の総額

　　１株当たり配当額

　増加する剰余金の項目とその額

　　別途積立金

　減少する剰余金の項目とその額

　　繰越利益剰余金

　基　準　日
　効力発生日

79,000円

10,000,000円

10,000,000円

2021年03月31日
2021年06月15日

　2021年6月15日開催予定の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

15,800,000円

　普通株式の配当に関する事項

　2020年6月15日開催の定時株主総会において、次のとおり決議されております。

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）に伴う、「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号　平成30年３月26日）を２０１８
年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示
する方法に変更しました。

２．株主資本等変動計算書に関する事項

当事業年度末における発行株式数

15,300,000円
76,500円

2020年03月31日
2020年06月16日

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

表示方法の変更

注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　有価証券の評価基準及び評価方法については、その他有価証券で時価のあるものは期末日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）により評価
しております。

　たな卸資産の評価基準及び評価方法については、未成工事支出金は個別法による原価法により行っており
ます。

　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法については、定率法により行っております。ただ
し、１９９８年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）、並びに２０１８年４月１日以降に取得した
建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。

　無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法については、定額法により行っております。なお、
自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づき行っております。

　リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により
行っております。

　賞与引当金は、従業員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しておりま
す。

　役員賞与引当金は、役員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しており
ます。

　完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約について
は工事進行基準（工事進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事契約については工事完成基準を適用
しております。なお、工事進行基準による完成工事高はありません。
　資材販売等の売上高の計上は、引渡基準によっております。

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。


